
 

 

貸  借  対  照  表 
(2023年 3月 31日現在)  

（単位：千円） 

資   産   の   部 負 債 ・ 純 資 産 の 部 

科          目 金       額 科          目 金       額 

（資産の部） 

Ⅰ流 動 資 産 

 現  金  預  金 

未 収 金 

貯 蔵 品 

その他流動資産 

 

 

 

 

Ⅱ固 定 資 産 

有形固定資産  

車        両 

工具器具備品 

 

無形固定資産 

電 話 加 入 権 

ソフトウェア 

 

投資その他の資産 

長 期 貸 付 金 

長期前払費用 

保 証 金 

その他の投資 

 

 

 

 

 

資 産 合 計 

 

 

２４５，７１０ 

１４８，８３７ 

９５，６３２ 

７６ 

１，１６３ 

 

 

 

 

９４，３８２ 

１７，２８１ 

１７，１２９ 

１５２ 

 

２，１３５ 

４６９ 

１，６６６ 

 

７４，９６４ 

７０，０００ 

３０２ 

３９４ 

４，２６７ 

 

 

 

 

 

３４０，０９２ 

（負債の部） 

Ⅰ流 動 負 債 

未 払 金 

未払法人税等 

未払消費税等 

預 り 金 

賞 与 引 当 金 

 

 

 

Ⅱ固 定 負 債 

退職給付引当金 

役員退職慰労引当金 

 

負 債 合 計 

         

 

（純資産の部） 

Ⅰ株 主 資 本 

 

資 本 金 

利益剰余金 

その他利益剰余金 

別 途 積 立 金 

近代化積立金 

繰越利益剰余金 

 

純 資 産 合 計 

 

負債・純資産合計 

 

６９，８３７ 

６０，１７６ 

９２ 

５，６４６ 

３２７ 

３，５９４ 

 

 

 

２７，６０１ 

２７，１２７ 

４７４ 

 

９７，４３８ 

 

 

 

２４２，６５４ 

 

３０，０００ 

２１２，６５４ 

２１２，６５４ 

１０，０００ 

１９，５００ 

１８３，１５４ 

 

２４２，６５４ 

 

３４０，０９２ 

                     

 

 



 

 

損  益  計  算  書 
 

自 2022年 4月 1日 

至 2023年 3月 31日 

（単位：千円） 

科       目 金              額 

   

売 上 高  ３１９，３８４ 

売 上 原 価  ２３２，３７８ 

売 上 総 利 益  ８７，００６ 

販売費及び一般管理費  ９０，４２１ 

営 業 利 益  △３，４１４ 

   

営 業 外 収 益   

受 取 利 息 

有 価 証 券 利 息 

２２１ 

１１６ 
 

その他の営業外収益 ２２２ ５５９ 

経 常 利 益  △２，８５５ 

特 別 利 益 

 

 

８９０ 

 特 別 損 失 

税 引 前 当 期 純 利 益 △１，９６５ 

   

法人税、住民税及び事業税  ２９６ 

   

当 期 純 利 益  △２，２６１ 

   

 

  



 

 

株 主 資 本 等 変 動 計 算 書 
自 2022年 4月 1日 

至 2023年 3月 31日 

(単位：千円) 

 

株主資本 

資本金 

利益剰余金 

近代化 

積立金 

別途 

積立金 

繰越利益 

剰余金 

前期末残高 30,000 19,500 10,000 185,416 

当期変動額     

当期純利益    △2,261 

株主資本以外の 

項目の当期変動額 
    

当期変動額合計    △2,261 

当期末残高 30,000 19,500 10,000 183,154 

 

(単位：千円) 

 

株主資本 評価・換算差額等 

純資産合計 
利益剰余金合計 株主資本合計 

その他有価証券 

評価差額金 

前期末残高 241,916 244,916  244,916 

当期変動額     

当期純利益 △2,261 △2,261  △2,261 

株主資本以外の 

項目の当期変動額 
    

当期変動額合計 △2,261 △2,261  △2,261 

当期末残高 212,654 242,654  242,654 

          
 

 

 



 

 

個 別 注 記 表 

 
１. 重要な会計方針に関する注記 

(1) 有価証券の評価基準及び評価方法 

①満期保有目的債券 償却原価法（定額法） 

②その他有価証券 市場価格のない      時価法（評価差額は全部純資 

 株式等以外のもの     産直入法により処理し、売却

原価は総平均法により算定） 

 市場価格のない株式等      総平均法による原価法 

 

(2) 棚卸資産の評価基準及び評価方法 

    ①  貯蔵品 最終仕入原価法 

 

(3) 固定資産の減価償却の方法 

① 有形固定資産 定 率 法 

(リース資産を除く)  

 

② 無形固定資産 定 額 法 

(リース資産を除く) ただし、自社利用のソフトウェアについては、社内におけ

る利用可能期間（5年）に基づく定額法によっております。 

 

③ リース資産 所有権移転外ファイナンス･リース取引に係るリース資産

については、リース期間を耐用年数とし、残存価額を零と

する定額法によっております。 

なお、平成 20年 3月 31日以前に取得した所有権移転外フ

ァイナンス・リース取引については、引き続き通常の賃貸

借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 

 

(4) 引当金の計上基準 

① 賞与引当金 従業員に対する賞与の支給に備えるため、将来の支給見込

額のうち当期の負担額を計上しております。 

 

② 退職給付引当金 従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退

職給付債務（簡便法による期末自己都合要支給額）に基づ

き、当事業年度末おいて発生していると認められる額を計

上しております。 

 

  ③ 役員退職慰労引当金    役員の退職慰労金の支出に備えるため、内規に基づく期末 

                 要支給額を計上しております。 

 

④ 貸倒引当金        売上債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権につ

いては貸倒実績率により回収不能見込額を計上しておりま

す。 

 

 

 

 

 



 

 

(5) 収益及び費用の計上基準        約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、 

     当該財又はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で 

収益を認識しております。 

また、顧客への財又はサービスの提供における役割(本

人又は代理人)を判断し、本人としての役割となる場合

は総額で収益を認識し、代理人としての役割となる場

合は純額で収益を認識することとしております。 

 

(6) 国庫補助金等の会計処理 固定資産の取得のため、国及び業界団体より受け入れた国

庫補助金等は、固定資産の取得原価から直接減額して計上

しております。なお、損益計算書においては、国庫補助金

等受入額を特別利益に計上するとともに、固定資産の取得

原価から直接減額した額を固定資産圧縮損として特別損

失に計上しております。 

 

(7) 消費税等の会計処理 消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によってお

ります。 

 

２. 株主資本等変動計算書に関する注記 

当事業年度末における発行済株式の総数 

普通株式                               60千株 

 

３. その他の注記 

記載金額は表示単位未満を切捨てて表示しております。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


